
◎ 本日はお忙しい中、2022年3月期 第1四半期 決算説明の電話会議にご参加頂きまして、 

 誠にありがとうございます。 

 

◎ 7月12日から、4回目の「緊急事態宣言」が発令されましたが、 

 ワクチン接種の進行に伴い、国内線の旅客需要は既に底打ちして、改善に向かっています。 

 当社グループとしては、ANAとPeachの連携強化など、追加の対策も実施しながら、 

 今後に回復していく需要を、着実に取り込んでいく方針です。 

 

◎ 本日7月30日は、1971年に発生した「雫石事故」から、ちょうど50年目となります。 

 安全は全ての経営基盤であり、私たちの絶対的な使命です。 

 グループ一丸となって安全を堅持しながら、コロナ禍を乗り越えていきます。 

 

◎ 最初に、スライドの4ページをご覧ください。 

 

1 



2 



3 



◎ 第1四半期決算の概要について、ご説明します。 

 

◎ 売上高について、旅客事業では、 

 国際線で、各国の渡航規制や、日本の入国者数制限が続いたほか、 

 国内線でも、4月下旬から「緊急事態宣言」の影響を受けて、需要が鈍化しました。 

 但し、コロナ禍での需要動向を踏まえて、運航便をきめ細かく調整したことなどにより、 

 旅客事業の売上高は前年を上回りました。 

 国際線貨物事業は、フレイターを活用して、単価の高い商材を積極的に取り込み、 

 四半期ベースで過去最高の売上高となりました。 

 

◎ 次に営業費用ですが、主として、機材関連費用や人件費などの固定費を削減したことにより、 

 連結ベースの営業費用は、前年から171億円 減少しました。 

 当第1四半期におけるANAの生産量は、 

 旅客事業で前年同期の1.8倍、国際貨物で同2.4倍と、いずれも拡大しましたが、 

 コスト構造を改革してきた効果が、費用面で実績となりました。 

  

◎ これらの結果、売上高は、前年から773億円増加の1,989億円、 

 営業損失は646億円、親会社株主に帰属する四半期純損失は511億円となりました。 

 グラフにお示しした通り、前年同期との比較では、 

 売上高の前年差を上回る規模で、営業損失が改善しました。 

  

◎ なお、4月末に発表した通期業績予想の前提と比べると、旅客収入は計画を下回りましたが、 

 貨物の増収とコスト削減の深掘りにより、営業損失を計画水準から大幅に圧縮しました。 

 

◎ 5ページをご覧ください。 
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◎ 航空事業における、事業別の動向です。 

 本ページのグラフは、いずれも、コロナ前の2019年実績と比較したものです。 

 

◎ ANA国際旅客は、渡航制限の影響が続きましたが、 

 貨物収入も考慮しながら、三国間需要などを取り込みました。 

 

◎ ANA国内旅客は、過去1年に亘る実績を基に、レベニューマネジメントを強化した結果、 

 第1四半期の実績は、各月とも前年を上回りました。 

 需要は6月上旬に底打ちしており、足元で回復基調が続いています。 

 

◎ ANA国際貨物では、4月から、大型フレイターが、新たにロサンゼルス線に就航しました。 

 シカゴ線やバンコク線などの他路線も含めた需要動向に合わせて、 

 機動的に便数を調整するなど、フレイターを戦略的に活用しました。 

 また、旅客機を活用した貨物専用便も、第1四半期で合計3,500便を運航して、 

 需要を積極的に取り込んだ結果、有償トンキロは、コロナ前を上回る実績となりました。 

 

◎ Peach国内線は、  

 2020年度中に、新たに10路線を開設した効果が現れています。 

 7月以降は、旅行や帰省などのニーズにより、ANAよりも先行して需要が回復する見通しです。 

 

◎ 6ページをご覧ください。 
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◎ 第1四半期の実績に関する分析です。 

 

◎ 上段は、コスト削減の進捗です。 

 2019年度の実績と比べて、合計1,655億円を削減しました。 

 固定費については、2020年度末までに、大型機を中心とした機材の退役を進めたことで、 

 減価償却費や整備費などを、大幅に圧縮しました。 

 

◎ 人件費については、待遇面の見直しを進めた効果が現れました。 

 但し、従業員の雇用を守るとの考えは変わりません。 

 グループ全社で、従業員と役員との対話を強化しており、 

 私からも、全従業員に向けたメッセージを、定期的に発信しています。 

 今後の希望を分かち合いながら、コロナ禍を乗りこえるための機運を醸成しています。 

 

◎ 下段は、コロナ影響後の、営業利益の推移です。 

 当第1四半期の営業損失は、前年の約4割の水準まで圧縮しました。 

 国内でコロナの感染が比較的落ち着き、  

 「GoToトラベルキャンペーン」の効果を享受した、2020年度の第3四半期に比べても、 

 営業損失は改善しており、「事業構造改革」の成果が現れたと分析しています。 

 

◎ 7ページをご覧ください。 
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◎ 外部環境と需要の見通しです。 

 

◎ 第1四半期は、4月25日からの「緊急事態宣言」による影響を受けましたが、 

 国内では、高齢者を対象としたワクチン接種が進みました。 

 第2四半期に入ってからも、コロナ感染拡大の懸念は続いていますが、 

 ワクチンの職域接種が始まり、ペースが早まったことで、対象者が拡大しています。 

 

◎ このような状況において、国内旅客では、6月中旬から、主にレジャー需要が回復しており、 

 8月下旬以降は、新たな予約が着実に積み上がっています。 

 

◎ 国際旅客について、海外との往来は、規制が続きますが、 

 アジアと北米を結ぶ、三国間需要が動き始めているほか、 

 駐在員などの長期滞在者による、定期的な移動も見込まれます。 

 7月26日からは、各自治体でワクチン接種証明書の申請手続きも開始されており、 

 業務渡航についても、回復の兆しが現れると期待しています。 

 

◎ 国際貨物について、航空貨物マーケットの動向として、 

 半導体・電子部品や、自動車関連などの商材を中心に、需要が堅調に推移している上、 

 海上輸送のコンテナ不足による影響も重なって、需給バランスの逼迫が続く見通しです。 

 秋以降は、貨物需要がピーク期を迎えるため、 

 堅調な業況が、年度末まで続くと見込んでいます。 

 

◎ 続いて、8ページをご覧ください。 
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◎ 当社グループにおける、追加の対応策について、ご説明します。 

 

◎ 国内線では、柔軟な生産量の調整を続けます。 

 需要が低迷する間は、運休・減便を深掘りする一方、 

 需要の回復局面では、提供座席数を機動的に拡大し、トップラインの向上を追求します。 

 また、10月末の冬ダイヤより、ANAからPeachに対する運航便の移管を加速する計画です。 

 各ブランドの顧客層に合わせた、最適なネットワークの構築に向けて、本格的な対応を開始します。 

 

◎ 国際線では、7月より、旅客便の一部を対象に、発着空港を羽田から成田に変更しました。 

 アジア=北米間における、接続需要の取り込みを強化して、便あたり収入の最大化を図ります。 

 さらに、貨物事業では、旅客機を活用した貨物専用便の運航を続けるとともに、 

 フレイター就航都市を拡大し、機材の稼働率を向上させて、増収につなげます。 

 

◎ その他の対応として、タイムセールやキャンペーンの実施、エアバスA380型機による遊覧飛行など、 

 各種の販促活動を通して、航空と非航空の両面から、増収を目指します。 

 また、費用面の対応として、グループ外への出向については、当初計画から対象人数を拡大します。 

 出向者も含めて「対話」を続けながら、総額人件費の更なる抑制を図ります。 

 

◎ これらの対応に留まることなく、今後も収入と費用の両面で、追加の施策を検討していきます。 

 緊急事態宣言や渡航規制など、人の移動に関する制限が続きますが、 

 自助努力として、あらゆる対策を実行し、通期の最終利益で黒字転換を目指します。 

 

◎ 以上で、説明を終わります。ご清聴、ありがとうございました。 

8 



9 



10 



11 



12 



13 



14 



15 



16 



17 



18 



19 



20 



21 



22 



23 



24 



 

 

 

25 



26 



 

 

27 



28 



29 



30 



31 



32 


